
 

居宅介護⽀援 重要事項説明書 

令和   年   ⽉   ⽇現在 
１ 担当の介護⽀援専⾨員（ケアマネジャー） 

⽒ 名 佐藤 由貴 
会  社  携  帯 ０７０-５０２８-７９００ 

 
２ 事業者（法⼈）の概要 

事 業 者 （ 法 ⼈ ） 名 スピカ合同会社 

所 在 地 埼⽟県和光市丸⼭台⼆丁⽬８番２９号 
志幸５８JASMINE ２０５号室 

連 絡 先 電話 ０４８-２０２-５７３２  
FAX ０４８-２０１-３１０４ 

代 表 者 名 佐藤 由貴 
 
３ 居宅介護⽀援事業所の概要 
（１） 事業所の所在地等 

事 業 所 名 おむすびケア和光 

所 在 地 埼⽟県和光市丸⼭台⼆丁⽬８番２９号 
志幸５８JASMINE ２０５号室 

連 絡 先 電話 ０４８-２０２-５７３２  
FAX ０４８-２０１-３１０４ 

事 業 所 番 号 １１７２３００９２１ 
管 理 者 名 佐藤 由貴 

 
（２） 営業⽇及び営業時間 

営 業 ⽇ ⽉曜⽇〜⾦曜⽇ 
営 業 時 間 ９時〜１７時 

※⼟曜・⽇曜・祝⽇・年末年始（12/29〜1/3）は休み 
 
（３） 職員体制 

従 業 者 の 職 種 職 務 内 容 ⼈員数 
管   理   者 

（主任介護⽀援専⾨員） 
従業者管理及び利⽤申込みに係る調整、 
業務実施状況の把握等を⼀元的に⾏います。 

常勤 
１名 

介 護 ⽀ 援 専 ⾨ 員 
（管理者と兼務） 居宅介護⽀援業務を⾏います。 常勤 

１名 
事 務 職 員 請求事務、連絡事務等を⾏います。 なし 



 

 
（４） サービスを提供する実施地域 

サービスを提供する実施地域 和光市、朝霞市、板橋区 
 
４ 事業の⽬的及び運営の⽅針 

事 業 の ⽬ 的 

おむすびケア和光において実施する指定居宅介護
⽀援事業の適正な運営を確保するために、必要な
⼈員及び管理運営に関する事項を定め、指定居宅
介護⽀援の円滑な運営管理を図るとともに、要介
護状態の利⽤者の意思及び⼈格を尊重し、利⽤者
の⽴場に⽴った適切な指定居宅介護⽀援の提供を
確保することを⽬的とします。 

運 営 の ⽅ 針 

事業の実施にあたっては、要介護状態となった場
合においても、その利⽤者が可能な限りその居宅
において、その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣
活を営むことができるように配慮したものとしま
す。 
・利⽤者の⼼⾝の状況、その置かれている環境等
に応じて、利⽤者の選択に基づき、適切な保健医
療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者か
ら総合的かつ効率的に提供されるように配慮した
ものとします。 

・利⽤者の意思及び⼈格を尊重し、常に利⽤者の
⽴場に⽴って、利⽤者に提供される指定居宅サー
ビス等が特定の種類または特定の指定居宅サービ
ス事業者に不当に偏することのないよう公正中⽴
に⾏うこととします。 

・利⽤者の所在する市町村、地域包括⽀援センタ
ー、他の居宅介護⽀援事業者、介護保険施設等と
の連携に努めます。 

・利⽤者の⼈権の擁護、虐待の防⽌等のため、必
要な体制の整備を⾏うとともに、従業者に対し、
研修を実施する等の措置を講じます。 

 
５ 居宅介護⽀援の内容 

居宅介護⽀援では、⾃宅で⽣活する利⽤者が介護サービス等を適切に利⽤できるよ
う、⼼⾝の状況、置かれている環境、要介護者の希望等を考慮し、ケアプラン（居宅
サービス計画）を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整を⾏います。ま
た、必要に応じて介護施設等の紹介も⾏います。 

ケアマネジャーが⾏う、居宅介護⽀援の具体的な内容等は、以下のとおりです。 



 

 
（１） 居宅介護⽀援の内容 

 
（２） テレビ電話装置等を活⽤したモニタリングの実施 
テレビ電話装置等（例：LINE 間でのビデオ通話）を活⽤したモニタリングの実施 

⽅法及びメリット、デメリットは以下のとおりです。 
同意欄 説明 

□ 利⽤者の状態が安定していることを前提として実施します。 
□ 実施にあたっては、主治医及びサービス事業者等の合意を得ます。 
□ 2 ⽉に 1回は利⽤者の居宅を訪問して⾯接を⾏います。 

□ 移動が不要であるためケアマネジャーとの⽇程調整が 
容易になります。 

□ 訪問者を⾃宅に迎え⼊れないため、利⽤者の⼼理的負担が 
軽減されます。 

□ 感染症が流⾏している状況でも、⾮接触での⾯接が可能になります。 

□ 利⽤者の健康状態や住環境等については、画⾯越しでは確認が難しい
ことから、サービス事業所の担当者から情報提供を受けます。 

ア セ ス メ ン ト 利⽤者宅を訪問し、利⽤者の⼼⾝の状況や⽣活環
境などを把握し、課題を分析します。 

サ ー ビ ス 調 整 アセスメントの結果を踏まえ、利⽤する介護サー
ビス事業者等へ連絡調整を⾏います。 

ケ ア プ ラ ン 作 成 介護サービス等を利⽤するためのケアプランを作
成します。 

サ ー ビ ス 担 当 者 会 議 介護サービス事業者等が集まり、ケアプランの内
容等について話し合います。 

モ ニ タ リ ン グ 
少なくとも⽉に１回は利⽤者と⾯接を⾏い、利⽤
者の⼼⾝の状態やケアプランの利⽤状況等につい
て確認します。 

給 付 管 理 
ケアプラン作成後、その内容に基づき毎⽉給付管
理票を作成し、国⺠健康保険団体連合会に提出し
ます。 

要介護認定の申請に係る援助 

利⽤者の要介護認定の更新申請や状態変化に伴う
区分変更申請を円滑に⾏えるよう援助します。利
⽤者が希望する場合、要介護認定の申請を代⾏し
ます。 

介 護 保険施設等 の紹介 
利⽤者が⾃宅での⽣活が困難になった場合や利⽤
者が介護保険施設等の⼊所を希望した場合、利⽤
者に介護保険施設等に関する情報を提供します。 



 

 
（３）居宅介護⽀援の業務範囲外の内容 

ケアマネジャーは、ケアプランの作成やサービスの調整等を⾏いますが、下記に⽰
すような内容は業務範囲外となります。これらのご要望に対しては、必要に応じて他
の専⾨職等を紹介いたします。 

 
居宅介護⽀援の業務範囲外の内容 

 

・救急⾞への同乗 
・⼊退院時の⼿続きや⽣活⽤品の調達⽀援 
・家事の代⾏業務 
・直接の⾝体介護 
・⾦銭管理 

 
６ 利⽤料⾦ 

要介護または要⽀援の認定を受けた⽅は、介護保険からの全額給付により⾃⼰負担
は発⽣しません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができない場合、1 ヶ⽉
につき要介護度に応じた下記の⾦額をいただき、事業所からサービス提供証明書を発
⾏します。後⽇、サービス提供証明書を保険者の窓⼝に提出すると、全額が払い戻さ
れます。 
（１） 居宅介護⽀援費（Ⅰ）（地域区分 4 級地 1 単位：10.84 円） 

取 扱 い 件 数 区 分 料⾦(単位数) 
要介護１・２ 要介護３〜５ 

居 宅 介 護 ⽀ 援(ⅰ ） 
※介護⽀援専⾨員1⼈あたりの
利⽤者 45 件未満 

11,772 円/⽉ 
（1,086 単位） 

15,295円/⽉ 
（1,411単位） 

居 宅 介 護 ⽀ 援 （ ⅱ ） 
※介護⽀援専⾨員1⼈あたりの
利⽤者 45 件以上 60件未満 

5,896円/⽉ 
（544 単位） 

7,631 円/⽉ 
（704 単位） 

居 宅 介 護 ⽀ 援 （ ⅲ ） 
※介護⽀援専⾨員1⼈あたりの
利⽤者 60 件以上 

3,533 円/⽉ 
（326 単位） 

4,574円/⽉ 
（422単位） 

 
（２） 加算 

加 算 名 称 料 ⾦ （ 単 位 数 ） 

初 回 加 算 3,252 円/⽉ 
（300 単位） 

⼊院時情報連携加算（Ⅰ） 2,710円/⽉ 
（250 単位） 

⼊院時情報連携加算（Ⅱ） 2,168円/⽉ 
（200 単位） 



 

退院・退所加算  
※カンファレンス参加無 

連携 1
回 

4,878円/回  
（450 単位） 

連携 2
回 

6,504円/回  
（600 単位） 

退院・退所加算 
※カンファレンス参加有 

連携 1
回 

6,504円/回  
（600 単位） 

連携 2
回 

8,130円/回  
（750 単位） 

連携 3
回 

9,756円/回  
（900 単位） 

緊急時等居宅カンファレンス加算 2,168円/回  
（200 単位） 

通院時情報連携加算 542 円/回  
（50 単位） 

ターミナルケアマネジメント 
加算 

4,336円/⽉ 
（400 単位） 

特定事業所加算（Ⅰ） 5,625円/⽉ 
（519単位） 

特定事業所加算（Ⅱ） 4,563 円/⽉ 
（421単位） 

特定事業所加算（Ⅲ） 3,501 円/⽉ 
（323単位） 

特定事業所加算（A） 1,235円/⽉ 
（114 単位） 

特 別 地 域 居 宅 介 護 ⽀ 援 加 算 所定単位数の 15％ 

中⼭間地域等における⼩規模 
事業所加算 所定単位数の 10％ 

中⼭間地域等に居住する者へのサービ
ス提供加算 所定単位数の   5％ 

 
（３） 減算 

減 算 名 称 料 ⾦ （ 単 位 数 ） 

運営基準減算 所定単位数の 50％で算定 

特定事業所集中減算 1 ⽉につき 200 単位を減算 

⾼齢者虐待防⽌措置未実施 
減算 

所定単位数の 100 分の 1 に 
相当する単位数を減算 

 
 



 

（４） その他 

交 通 費 ケアマネジャー訪問のための交通費はかかりません。 

解 約 料 解約料はかかりません。 

 
７ 相談・苦情の窓⼝ 

居宅介護⽀援に関する相談、苦情等は担当ケアマネジャー⼜は下記窓⼝までご連絡
ください。 
（１） 事業所の相談窓⼝ 

相談・苦情の担当者 佐藤 由貴 
連 絡 先 ０４８-２０２-５７３２ 

 
（２） その他の相談窓⼝ 

和光市⻑寿あんしん課 ０４８-４２４-９１２５ 
朝霞市⻑寿はつらつ課 ０４８-４６３-１７１９ 

埼⽟県国⺠健康保険団体連合会 ０４８-８２４-２５６８ 
 
８ 秘密保持 

事業者およびケアマネジャーは、居宅介護⽀援の提供に際し知り得た利⽤者やその
家族の個⼈情報および秘密について、正当な理由がない限り第三者に漏らすことはあ
りません。この守秘義務は契約終了後も継続します。 
個⼈情報の使⽤⽬的や内容については、「居宅介護⽀援契約における個⼈情報使⽤同

意書」に記載された範囲内で取り扱い、利⽤者およびその家族の同意を得た上で、必
要最⼩限の範囲で使⽤します。 

 
９ 事故発⽣時の対応 

利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供により事故が発⽣した場合は、市区町村、
利⽤者の家族に連絡を⾏うとともに、必要な措置を講じます。また、利⽤者に対する
指定居宅介護⽀援の提供により賠償すべき事故が発⽣した場合は、損害賠償を速やか
に⾏います。 

 
１０ 医療との連携 

居宅介護⽀援事業所と⼊院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利⽤者が
⼊院した場合には、担当ケアマネジャーの⽒名及び連絡先を⼊院先の医療機関にお伝
えください(お渡しした名刺等をご提⽰ください)。 
訪問介護事業所等から伝達された利⽤者の⼝腔に関する問題や服薬状況、モニタリ
ング等の際にケアマネジャー⾃⾝が把握した利⽤者の状態等について、ケアマネジャ



 

ーから主治の医師や⻭科医師、薬剤師に必要な情報伝達を⾏います。 
 

１１ 公正中⽴なケアマネジメントの確保 

複数事業所の説明等 
利⽤者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事
業所等について、複数の事業所の紹介や、その選定
理由について事業者に求めることができます。 

 
１２ 虐待防⽌のための措置 
⾼齢者虐待防⽌法の実効性を⾼め、利⽤者の尊厳の保持・⼈格の尊重が達成される

よう、虐待防⽌に関する下記の措置を講じます。 
（１） 虐待防⽌委員会の開催 
（２） ⾼齢者虐待防⽌のための指針の整備 
（３） 虐待防⽌研修の実施 
（４） 専任担当者の配置 

 
１３ 業務継続に向けた取り組み 
感染症や⾃然災害が発⽣した場合にあっても、利⽤者が継続して居宅介護⽀援の提

供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び
訓練を実施します。 

 
１４ 感染症の予防及びまん延防⽌のための措置 
感染症の発⽣及びまん延を防⽌できるよう、下記の措置を講じます。 

（１） 感染対策委員会の開催 
（２） 感染症及びまん延防⽌のための指針の整備 
（３） 感染症及びまん延防⽌のための研修及び訓練の実施 
（４） 専任担当者の配置 

 
１５ ⾝体的拘束等の原則禁⽌ 

事業者は原則として利⽤者に対して⾝体的拘束を⾏いません。ただし、⾃傷他害等
のおそれがある場合など、利⽤者本⼈または他⼈の⽣命・⾝体に対して危険が及ぶこ
とが考えられるときは、利⽤者に対して同意を得た上で次に掲げることに留意して必
要最⼩限の範囲内で⾏うことがあります。その場合は、⾝体的拘束を⾏った⽇時、理
由及び様態等についての記録を⾏います。また事業者として、⾝体的拘束をなくして
いくための取り組みを積極的に⾏います。 

虐待防⽌に関する担当者 佐藤 由貴 

感染症防⽌に関する担当者 佐藤 由貴 



 

(1) 切迫性……直ちに⾝体的拘束を⾏わなければ、利⽤者本⼈または他⼈の⽣命・ 
⾝体に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

(2) ⾮代替性…⾝体的拘束以外に、利⽤者または他⼈の⽣命・⾝体に対して危険が 
及ぶことを防⽌することができない場合に限ります。 

(3) ⼀時性……利⽤者本⼈または他⼈の⽣命・⾝体に対して危険が及ぶことがなく 
なった場合は、直ちに⾝体拘束を解きます。 


